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研究室紹介

　公衆衛生学は社会医学であり，その使命は一貫し
て疾病予防にあります．健康問題の原因を，主とし
て人間と社会・環境の関係性の中で分析し，その
予防方法（健康管理・健康増進）や解決方法を研究
します．このために，政策の立案や法律・制度の充実
を図り，人々の健康意識を高め望ましい行動を促す
などを，組織的に実践し，また，実践の効果の評価
について研究します．医学部教育の重点課題は次の
とおりです．公衆衛生学の概念と方法の理解，疫学・
保健統計学的方法の理解とその疾病予防への活用，
疾病予防と健康管理の考え方と方法の理解，保健医療
福祉制度の理解．これらは，医師が「公衆衛生の向上
及び増進に寄与する（医師法第 1 条に規定される医師
の責務）」ために必要な知識と技術であり，その習得を
学部教育の基本目標としています．
　当研究室では，人間集団における疾病頻度の分布
とそれに関連する要因を明らかにし，疾病予防に
資することを目的とする疫学を主要な研究課題とし
ています．疫学の方法を適用して，地域社会，人口
集団における疾病予防，健康管理に資する知見を得る
こと，社会・我が国の健康問題に積極的に関わり，
公衆衛生施策の提言に結びつく科学的事実を明らかに
することを目指しています．
　こ れ ま で， 難 病 の 疫 学 に 関 す る 研 究， 難 病 の
臨床疫学に関する研究，感染症の疫学に関する研究，
ダイオキシン類の人への曝露状況と健康影響に関する
研究，糖尿病の疫学に関する研究，e - learningを利用
した医学生に対する禁煙支援教育に関する研究，既存
の保健統計資料を利用した研究など，多岐にわたる
課題に取り組んできました．多くの研究課題は他機関
との共同研究により実施しています．私どもの仕事
は，公衆衛生の視点（目的）を定めた上で，その方法

（疫学，統計学，保健統計学などを含めた公衆衛生の
方法）を適用するものであり，研究対象とする疾患，

集団は限定せず，このような様々な分野の疫学研究を
実施しています．
　大学院生の指導は，広範囲の社会医学を修得して，
地域社会における予防実践に従事する専門家を育成
することを目指します．修了後，大学，研究所，行政
機関（厚生労働省，都道府県，保健所など）で公衆衛生
学の研究教育に従事し，または行政に従事して科学
的公衆衛生を実践することを期待しています．将来，
公衆衛生，疫学の専門家ではなく臨床医の道を歩むこ
とを希望する場合も，自ら選択した臨床分野に足場を
置き，これを課題とした疫学研究を行い，将来の臨床
活動を科学的に進めるための基礎を得ることを目指し
ています．
　以下に，研究内容の一部をご紹介します．

1．難病の疫学に関する研究，難病の臨床疫学に関する
研究

　 難 病 の 頻 度 分 布 の 把 握 の た め， 国 の 特 定 疾 患
治療研究事業（難病患者の医療費を公費負担する
事業）の対象となっている難病の医療受給者の分析を
行っている．医療受給を受けるために提出される臨床
調査個人票（医師によって作成）を利用し，各疾患の
頻度分布，診断・治療実態・予後等を含めた臨床疫
学像の把握・分析をするとともに，臨床調査個人票の
有効活用について検討している．
　臨床調査個人票には，性，年齢，発病年などの基本
情報とともに，医療保険の種類，日常生活状況（ADL），
介護認定状況など，患者の医療，生活，福祉に関する
情報も記載され，これを解析することによって，
極めて重要な患者の頻度分布，保健医療福祉の向上に
資する情報を明らかにすることができる．受給者数は
原則的に有病数を示すものであるが，臨床調査個人票
に記載された発病年の情報を用いて，罹患数（罹患率）
の推計方法の提示も行っている．もちろん，臨床調査
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個人票には患者の臨床症状・所見，治療状況などの
臨床情報が記載されており，一部の疾患（多発性筋炎・
皮膚筋炎，再生不良性貧血など）については，これを
解析することによって，診断に関わる臨床所見の保有
状況，治療状況，治療効果などの臨床疫学像を明らか
にすることができる．
　臨床調査個人票を解析することによって，難病の
頻度分布を把握・分析するとともに，そのデータ
ベースシステムの有効性を示し，システムの問題点，
改善すべき点を提示している．
2．感染症の疫学に関する研究
　国の感染症サーベイランスの強化・向上に向けて，
疫学的・統計学的な評価と改善の検討を行っている．
感染症発生動向調査に基づいて，定点把握対象疾患な
どの流行状況を把握・分析するとともに，その方法を
開発・評価・検討している．
　 最 近 の 主 な 検 討 課 題 と 成 果 は 次 の と お り で
あ る．① 感 染 症 サ ー ベ イ ラ ン ス に お け る 警 報・
注 意 報 シ ス テ ム の 確 立 と 分 析 を 実 施 し て い る．
本システムは，流行現象の早期把握が必要な疾患

（インフルエンザや小児科定点対象疾患）について，
保健所など第一線の衛生行政機関の専門家に対し，
流行の早期探知・流行拡大に対する注意喚起すること
を目的として，ある一定の基準に基づいて警報を発生
させるもので，国の感染症発生動向調査に導入され
ている．継続的に，システムの警報・注意報の基準値
が適切であるか点検・評価するとともに，警報発生
に基づく対象疾患の時間的地域的流行状況の分析
を行っている．②定点把握感染症の罹患数の推計に
ついて，インフルエンザの型別および補助変量の利用
に基づく新たな方法を開発・評価し，国の感染症サー
ベイランスへの導入を提言している．
　これら感染症流行の把握方法に関する研究成果は，
定点サーベイランスの点検・評価に直結し，今後の
情報提供の詳細・迅速・有事対応に向けたシステム
見直しに資すると考えられ，国の行政施策への貢献
という視点からも意義が大きい．

（紹介担当：太田晶子）
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